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未払配当金のお支払い
みずほ信託銀行・みずほ銀行の本店および全国各支店にてお支払
いいたします。
※なお、みずほ証券の本店および全国各支店においても、取り次ぎをいたします。

配当金の支払明細の発行
みずほ信託銀行の下記連絡先にお問い合わせください。

住所変更、単元未満株式の買取・買増請求、配当金受取方法の
ご指定、確定申告、相続に伴うお手続き等
【証券会社に口座をお持ちの株主様】
口座を開設されている証券会社にお問い合わせください。
【証券会社に口座をお持ちでない株主様（特別口座に記録されている株主様）】
みずほ信託銀行の下記連絡先にお問い合わせください。

お問い合わせ先
〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社証券代行部 0120-288-324
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グループ一丸となって自ら将来を切り開く

代表取締役社長

株主の皆様には、平素より格別のご支援およびご厚情を賜り、心より御礼申し上げます。
5月7日に2019年度通期決算を公表しました。新型コロナウイルスの感染拡大に伴う
商品市況の下落や事業環境の悪化を踏まえて保有資産の価値を見直した結果、第4
四半期に多額の減損損失を計上し、1,975億円の赤字となりました。これほどの赤字決
算に陥り、株主の皆様にご心配をお掛けしたことを経営として非常に重く受け止めると
ともに、この難局を乗り越えていくために私が先頭に立ってグループ全体を率いていく覚
悟を新たにしております。

一方で、既存事業基盤の強化と新たなビジネスモデル創出により中長期的な企業価値
向上を追求するGC2021の基本方針は不変です。今は忍耐の時間として守りに徹し
ますが、コロナ収束後に到来するであろうチャンスに備える体制を整え、グループ一丸と
なって自ら将来を切り開いてまいります。

株主の皆様におかれましても、引き続き変わらぬご支援を賜りますよう、宜しくお願い申
し上げます。

また、今回の決算を受けて、中期経営戦略GC2021の修正を公表しました。2019年
度通期決算の概要、GC2021の修正の詳細については次頁以降でご説明します。

新型コロナウイルス感染拡大は人類の動きを全世界レベルで止めるものであり、世界
経済は戦後最悪の危機モードに突入しています。まずは、世界各国のグループ社員、顧
客・パートナーの安全確保を第一とし、当社グループの事業活動への影響が長期化す
ることを前提に経営基盤の強化・再構築に徹底的に取り組みます。

01MESSAGE FROM CEO 社長メッセージ
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2020年度見通しホライゾン1 ホライゾン2 ホライゾン3

新規投資＋CAPEX等 △3,175 △935 △2,016 △223 △2,500

新規
投資

セールス＆
マーケティング事業

△2,118

△591 △417 △174

△1,500
ファイナンス事業 △1,375 △1,326 △49

安定収益型事業 △152 △152 ー

資源投資 ー ー ー

CAPEX等 △1,057 △935 △121 △1,000

※純利益：親会社の所有者に帰属する当期利益　※実態純利益：純利益から一過性要因を控除した概数を表記　※2020年度見通し/2021年3月末見通し：2020年５月7日に公表した通期見通し
※基礎営業キャッシュ・フロー： 営業キャッシュ・フローから営業資金の増減等を控除。なお、2018年度第3四半期決算より、基礎営業キャッシュ・フローの算出方法を変更しています。本変更に伴い、過年度の計数についても更新しています。
※当社業績予想につきましては、新型コロナウイルスの感染拡大が2020年度の上半期中にピークを迎え、その後徐 に々収束に向かうものの世界経済・景気が回復基調に戻るには相当の時間を要するという見通しを前提としております。
　具体的には、2020年度の下半期以降においても緩やかな回復に留まり、2021年度まで影響が残ることを想定しております。なお、新型コロナウイルスの今後の収束状況によって業績予想の修正が必要となる場合には、速やかに開示いたします。

新規投資

※ホライゾン1：既存事業の充実、ホライゾン2：既存事業領域の戦略追求、ホライゾン3：現状では取り込めていない成長領域、新たなビジネスモデル

2019年度
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2019年度の純利益は 1,975億円の赤字（前年
度比 -4,283億円）となりました。内訳としては、
一過性要因が約4,220億円の赤字、純利益か
ら一過性要因を控除した実態純利益が2,250

億円の黒字となります。一過性要因の詳細につ
いては5ページにてご説明します。
財務の健全性を示すネットDEレシオは前年度
末比0.26ポイント上昇の 1.16倍となりました。
当社の稼ぐ力を示す基礎営業キャッシュ・フロー
は3,638億円の黒字と、キャッシュ創出力は高
い水準を維持しました。

中期経営戦略GC2021 期間における配当につ
いては、連結配当性向25％以上、かつ各年度の
期初に公表する予想配当金を下限とすることを
基本方針としています。
上記の基本方針に基づき、2019年度の年間配
当金は、前年度比 1円増配の 1株当たり35円（う
ち、期末配当金 17.5円 ）としました。また、
2020年度については、純利益見通しを1,000

億円としている為、年間配当金は 1株当たり15円
と予想しており、これを下限とします。

最新トピックやプロジェクトについては04グループニュースをご覧ください。P.9・10

（億円）
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（億円） 2018年度 2019年度 増減 主な増減内容

ライフスタイル 52 41 - 11 衣料品等の販売減少

情報・不動産 314 119 - 194
前年度に計上したアルテリア・ネットワークスの連結子会社化に伴う
評価益の反動
再保険事業関連損失

フォレストプロダクツ 162 33 - 129
パルプ市況悪化に伴う減益
前年度に持分法適用会社を売却したことによる減益
ムシパルプ事業における繰延税金資産の取り崩し

食料 196 195 -2

アグリ事業 7 △ 771 - 777 Gavilon穀物事業の買収に伴い認識したのれん・無形資産等の減損損失

化学品 114 41 - 74 石油化学製品の採算悪化
飼料機能材事業の取扱数量減少

電力 150 90 - 60
英国洋上風力据付事業投資の減損損失
前年度に計上した国内発電事業売却益の反動
前年度に計上したシンガポール発電事業投資の減損損失の反動

エネルギー 266 △ 1,493 - 1,760
石油・ガス開発事業における固定資産の減損損失
及び繰延税金資産の取り崩し
パプアニューギニアにおけるLNG事業投資の減損損失

金属 417 △ 57 - 475 チリ銅事業投資の減損損失
豪州鉄鉱石事業の増益

プラント 156 △ 278 - 433
フィリピンインフラ事業投資の減損損失
米国石油・ガス開発関連事業投資の減損損失
海外インフラ案件における損失

航空・船舶 140 116 - 23 英国洋上風力据付事業投資の減損損失

金融・リース事業 183 △ 74 - 258
米国航空機リース事業投資の減損損失
米国冷凍・冷蔵トレーラーリース・レンタル事業の一部売却に伴う
有価証券損益の増益

建機･自動車・産機 221 196 - 26 前年度に計上した国内発電事業売却益の反動

次世代事業開発 　△ 22 △ 37 - 15 人件費・調査研究費等の経費増加

その他 △ 49 △ 96 - 46 金利収支の悪化

全社合計 2,309 △1,975 - 4,283

更に詳しい情報は当社ウェブサイトをご覧ください。
www.marubeni.com/jp/ir/finance/

※2019年4月より「食料」、「生活産業」、「素材」、「エネルギー・金属」、「電力・プラント」及び「輸送機」としていたオペレーティング・セグメントを、「ライフスタイル」、「情報・不動産」、「フォレストプロダクツ」、「食料」、「アグリ事業」、「化学品」、「電
力」、「エネルギー」、「金属」、「プラント」、「航空・船舶」、「金融・リース事業」、「建機・自動車・産機」及び「次世代事業開発」に再編しています。これらの変更に伴い、前年度のオペレーティング・セグメント情報を組み替えて表示しています。

セグメント別純利益2019年度第4四半期に計上した一過性損失（税引後計数）の主な内訳

※一部概数で表示している関係で、合計値が合わない場合があります。

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う、原油価
格の下落をはじめとした事業環境の悪化を踏ま
えて保有資産の価値を見直した結果、2019年
度第4四半期に多額の一過性損失を計上しま
したので主な内訳についてご説明します。
まず、石油・ガス開発事業について、原油価格の
急落に伴い将来の原油価格及び生産・掘削計画
を見直した結果、米国メキシコ湾石油・ガス開発
事業における固定資産の減損損失で762億円、
英領北海石油・ガス開発事業における固定資産
の減損損失及び繰延税金資産の取り崩しで551

億円の損失を計上しました。また、米国穀物事業
について、穀物事業を取り巻く環境を踏まえて将
来事業計画を見直した結果、Gavilon穀物事業
の買収に伴い認識したのれん・無形資産等で
783億円の減損損失を計上するとともに、米国西
海岸の穀物輸出事業投資についても199億円の
減損損失を計上しました。上記に加えて、チリ銅
事業投資で603億円の減損損失、海外電力およ
びインフラ関連事業投資で457億円の減損損失
をそれぞれ計上したほか、米国航空機リース事業
投資についても、新型コロナウイルスの感染拡大
による足元の事業環境の悪化を踏まえ、392億

円の減損損失を計上しました。
2019年度は多額の損失計上により赤字決算と
なりましたが、懸念案件を処理したことにより、
将来における減損リスクを払しょくすることが出
来たと考えております。

項目
一過性要因（税後）

2019年度実績

2019年度 第1四半期～第3四半期累計金額 約△290億円

2019年度 第4四半期金額 約△3,940億円

石油・ガス開発事業 △1,313億円

米国メキシコ湾における減損損失 △762億円

英領北海における減損損失および
繰越税金資産取り崩し △551億円

米国穀物事業 △982億円

Gavilon穀物事業における減損損失 △783億円

米国西海岸の穀物輸出事業における
減損損失 △199億円

チリ銅事業における減損損失 △603億円

海外電力およびインフラ関連事業に
おける減損損失 △457億円

Aircastle減損損失 △392億円

その他 約△190億円

2019年度 通期 約△4,220億円
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03Medium-Term
Management Strategy
GC2021 中期経営戦略 GC2021（2019-2021年度）

01. 経営環境認識について

当社を取り巻く経営環境に目を向けると、新型コ
ロナウイルス感染拡大は人類の動きを全世界レ
ベルで止めるものであり、世界経済はリーマン
ショック以来、戦後最悪の危機モードに突入し
ています。また、人の生活・安全や持続的社会に
対する脅威でもあり、今後の経済、社会、価値観
等に大きな影響を及ぼす可能性があると考えて
います。医学的なブレイクスルーの早期実現も
難しく、世界景気のV字回復は極めて困難で、L

字型に近い回復に留まり、2021年も緩慢な景
気回復に留まる可能性があると考えております。
当社は、まず、世界各国のグループ社員、顧客・
パートナーの安全確保を第一に考え行動し、そ
して、当社の事業活動への影響が長期化するこ
とを覚悟し、経営基盤の強化・再構築に徹底的
に取り組んでいきます。

業の強化・底上げを徹底し、持続的かつ強靭な
事業基盤を構築していきます。加えて新型コロ
ナウイルス収束後の世界経済、社会課題、成長
領域、ビジネスモデルの変化を見据えながら、資02. 中期経営戦略GC2021の基本方針

この様な経営環境で取り組みを継続するGC2021

について、その基本方針を2点ご説明します。
まず「財務基盤の再生・強化」です。2019年
度の大幅赤字決算を受け、財務基盤の再生・強
化を最優先課題としてこれまで以上にキャッ
シュ・フロー重視の経営を徹底します。3ヶ年累
計株主還元後フリーキャッシュ・フローの黒字に
より債務返済を優先し、2021年度末のネット
DEレシオ1.0倍程度を目指します。

次に「事業戦略の強化」です。GC2021の成
長戦略として掲げた「既存事業基盤の強化と新
たなビジネスモデル創出により中長期的な企業
価値向上を追求する」基本方針は変えません。
新型コロナウイルスの実体経済への影響が長期
化することを想定し、コスト削減を含む既存事

産の入れ替え・優良化に取り組みます。また、過
去の事業・投資パフォーマンスを総括の上、リス
クマネジメントの更なる充実・強化を図っていき
ます。

財務基盤の
再生・強化

2019年度の大幅赤字決算を受け、財務基盤の再生 ·強化を最優先課題として
キャッシュ ·フロー重視の経営を徹底

3ヶ年累計の株主還元後フリーキャッシュ・フロー黒字により債務返済を優先し、
2021年度末のネットDEレシオ1.0倍程度へ

事業戦略の
強化

GC2021で掲げる成長戦略の基本方針は変えない

既存事業基盤の強化と新たなビジネスモデル創出により中長期的な企業価値向上を追求する

コスト削減を含む既存事業の強化・底上げを徹底し、
持続的かつ強靭な事業基盤を構築する

新型コロナウイルス収束後の世界経済、社会課題、成長領域、
ビジネスモデルの変化を見据え、資産の入れ替え·優良化に取り組む

過去の事業 ·投資パフォーマンスを総括し、
リスクマネジメントの更なる充実 ·強化を図る

中期経営戦略 GC2021（2019-2021年度）の修正

GC2021基本方針
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豪州
プラント※

2019.12.5リリース
シドニーメトロシティ&サウス
ウェスト線PPP案件受注

ノルウェー
航空・船舶  
2020.1.22リリース
パナマックス型ばら積み貨物船
プール事業に関する合弁会社設立
～ノルウェー・クラブネス社と協業～

シンガポール
次世代事業開発
2019.12.9リリース
Vertex マスター・ファンド
2号への出資

台湾
電力
2020.2.27リリース
太陽光発電事業開発・運営会社
Chenya Energy社の
株式売買契約締結インドネシア

次世代事業開発  

2020.2.25リリース
インドネシア最大の民間病院グループ
PT Siloam International Hospitals 
Tbkへの出資
2020.3.31リリース
デジタル母子健康手帳サービスの開始
 P.14

日本
電力
2020.2.3リリース
秋田県秋田港及び能代
港における洋上風力発
電プロジェクトの実施、
及び融資契約の締結

カタール
電力
2020.1.20リリース
アル・カルサ太陽光発電
プロジェクトの
長期売電契約締結

アラブ首長国連邦
電力
2020.2.21リリース
フジャイラF3発電プロジェクトの
長期売電契約締結

カナダ
金属
2019.12.12リリース
マグネシウム地金生産・販売事業への
新規参画に合意

エネルギー
2020.3.27リリース
火力発電設備におけるアンモニア混焼を
目的としたNEDO委託業務への参画

ブラジル
アグリ事業
2019.11.25リリース
農業資材販売会社
Adubos Real社への出資
P.12  

フォレストプロダクツ
2020.2.27リリース
ブラジルにおける衛生用品メーカーの
株式取得を決定

2019.11.7リリース
次世代自動車整備事業への参入
2020.3.5リリース
機械修理データのAI解析スタートアップ・Predii社
との戦略的パートナーシップ締結
金融・リース事業
2019.11.7/2020.3.30リリース
航空機リース会社Aircastle Limitedの
持分追加取得
P.11

化学品
2020.1.9リリース
米国産エチレンの初出荷

米国
建機・自動車・産機※

2019.10.4/2019.12.10リリース
アフターマーケット向け自動車部品
販売事業者の資産買収

次世代自動車
整備事業

PT Siloam 
International Hospitals Tbk 浮体式太陽光発電所

シドニーメトロシティ
&サウスウェスト線

※2020年4月より「プラント」を「インフラプロジェクト」に、
「建機・自動車・産機」を「建機・産機・モビリティ」に
それぞれ名称変更しています。

04Group News グループニュース 

グローバルに広がる、丸紅グループの最新トピックや
プロジェクトを幅広くご紹介します。
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米国航空機リース会社
Aircastle Limitedの
持分追加取得について

航空機リース市場の成長を取り込む

丸紅は、持分法適用会社で米国・ニューヨーク
証券取引所に上場していた航空機リース会社
Aircastle Limited（以下、「Aircastle社」）の
持分追加取得を行い、全株式をみずほリース
（株）と共同で2020年3月27日に取得しました。
この追加取得により、丸紅の持分比率は75％と
なりました。
新型コロナウイルスの感染拡大により、航空業界
の足元の経営環境は厳しくなっていますが、航空
機リースの市場規模は、堅調な航空旅客需要と

2019.11.7リリース 2020.3.30リリース

航空会社のリース需要の成長によりこれまで拡大
を続けてきており、中長期的には運航機数の増加
を背景に更なる市場の成長が見込まれています。
丸紅は、2013年のAircastle社株式の取得以降、
筆頭株主として経営人財の派遣等を通じて同社
の成長を支援し、良好な信頼関係を構築してきま
した。丸紅の支援はこの間のAircastle社の資産
規模、収益規模の順調な拡大に寄与してきまし
た。Aircastle社への出資比率を増やすことでこ
れまで以上に積極的に経営に関与し、同社をプ
ラットフォームとして航空機リース市場の成長を取
り込んでいくことを企図しています。また、今回のみ
ずほリース（株）と共同での持分追加取得により、
Aircastle社の経営の安定性、信用力が向上し、
今後の更なる成長を後押しすると考えています。

航空機リース事業の拡大を通じ
グローバル経済の発展に貢献する

丸紅は、航空機リース事業を金融・リース分野
の中核ビジネスの一つとして位置付け、今後も
事業基盤の拡大・発展に取り組んでいきます。
航空機リース事業の拡大を通じ、長期的な航空
需要増大のニーズに応え、グローバル経済の発
展に貢献していきます。

ブラジルの農業資材販売会社
Adubos Real社への出資について
2019.11.25リリース

農業資材販売分野における
リーディングプレイヤーを子会社化

丸紅は、ブラジルにおいて農業資材販売事業を
展開するAdubos Real S.A.（以下、「AR社」）
への出資を2019年 10月29日付で完了し、
AR社を子会社化しました。
AR社はミナスジェライス州で創業、39年にわ
たる農業資材販売と適切な資材使用のコンサ
ルティングサービスを通じ地域農家の収益向
上に貢献し、同州の農業資材販売分野におけ
るリーディングプレイヤーとして成長を続けて
います。

ブラジル農業の成長と発展に貢献する

現在、世界人口増加による食料需要の増加や
新興国を中心とした食生活の変化に伴い、環
境を保全しながら、限られた農地において生産
性・品質・安全性を向上することが農業生産現
場の課題となっています。

丸紅はこのような社会的課題の克服と持続可
能な農業生産をサポートすべく、北米・欧州・ア
ジアにおいて、グローバルな農業資材販売事業
を推進してきました。
今回のAR社への出資を通じて、丸紅が世界
各地で培った経験やノウハウをAR社と共有
し、今後ミナスジェライス州での農業資材販売
と農家が抱える高度な課題の解決策に応用す
ることで、ブラジル農業の成長と発展に貢献し
ていきます。

TOPICS グループニューストピックス 

PICK UP
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デジタルトランスフォーメーションなど世の中が刻 と々変化する中、丸紅グループが顧客や社会に新たな
価値を提供し続けるために、2018年度から “既存の枠組みを超える、「人財」×「仕掛け」×「時間」
の施策” を導入・運用開始したことを株主レポート2018年夏号・冬号でお伝えしました。本号ではその
中の「仕掛け」からビジネスプランコンテスト（以下、ビジコン）について具体的にご紹介します。

インドネシアにおけるデジタル母子健康手帳サービスの開始について

2018年度に開催したビジコンにおいて事業化挑戦権
を獲得し、インドネシアにおいてデジタル母子健康手帳
「Diary Bunda（ダイアリーブンダ）」がサービスを
開始しました。
Diary Bundaは、スマートフォンアプリを通じて母子
健康手帳をデジタル化し、妊娠～育児期に合わせた
信頼できる情報の提供、発育状況や予防接種等の記
録を行うもので、妊娠期に必要な情報を厳選して配
信するのが特徴です。産前は体重推移など胎児や母
体の状況を、また出産後は乳児モードに切り替えるこ
とで、予防接種の履歴や病歴、身長・体重などを記録
することができます。
インドネシアでは紙媒体での母子健康手帳は発行さ
れているものの、発祥国である日本などに比べ十分な
活用が為されておらず、年間出生数約500万人に対

総合商社の志望動機は「自分で何か事業を生み出したい」という思いからでした。
ビジコンという機会を得たことで、その初心にかえることができたように思います。
事業化には「社会課題の解決」という側面が不可欠だと考えていたなか、身近にあったのが、
当時直面していた「子育て」です。そこに以前赴任していたインドネシアの風景がリンクし、
インドネシアでの「母子手帳」のデジタル化を事業テーマに考えました。
民営の病院との提携で収益を確保し、まずは1年間で30万ダウンロードを目指すとともに、「アプ
リを使い続けてもらう」ことを重視して、インドネシアの社会課題の解決に貢献したいと思います。

して約31%が発育不良等の問題を抱えているともい
われており、出産や育児に関する保護者の知識レベル
の向上が急務となっています。
同国の民間病院等と協力し、スマートフォンの普及率
が高い保護者世代に対し、デジタル母子健康手帳を
広く普及させていくことで、同国の社会課題の解決を
積極的に支援していきます。

レポートNo.124 2018年夏号 
特集P10~13
「既存の枠組みを超える商社へ」

レポートNo.125 2018年冬号 
特集P10~13
「既存の枠組みを超える」

ビジコンは丸紅グループの社内公募型ビジネス提案・育成プログラ
ムです。グループから広く新規ビジネスアイディアを募集、審査、育
成し、事業化を図り、既存ビジネスの領域にとどまらない新たな創
造を通じたグループ全体の活性化、及び、イノベーション風土の醸
成を狙いとしています。優れたプランについては資金や各種支援を
提供し、事業化を目指します。
2018年度開催のビジコンにおいては、国内外から160件のビジネ
スアイディアの応募があり、うち4件が事業化挑戦権を獲得し6ヶ
月のテストマーケティングを実施しました。その中から1件が2020

年3月に事業化に至りましたので次頁でご紹介します。
2020年 1月に開催した2019年度のビジコンでは、同様に114件の
応募があり、最終的に3件が事業化挑戦権を獲得しました。
丸紅は、既存の枠組みを超えるべく、変革に向けた取り組みを継続
し、2020年度もビジコンを開催する予定です。 2019年度事業化挑戦権獲得チーム

メイン画面 記事配信 予防接種記録

「ビジコン」とは

事業化案件紹介

〈2020.3.31リリース〉

発案者の声 篠原 将司　情報・不動産本部事業開発室などを経て、2020年4月よりインドネシアに再赴任
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社会福祉法人丸紅基金は 1974年、全国の社会福祉施設・団体
を助成することを目的として、丸紅からの出捐金により設立され
ました。以来46年間、毎年総額 1億円を障がい者、高齢者施設
などを対象として、車両・備品の購入や施設の改修など幅広い
助成をおこなっています。これまでの助成実績は2,160件、総額

45億円に上ります。丸紅基金の主な原資となるのは、丸紅ならびに丸紅グループの社員な
どで構成する100円クラブからの寄付金と、それと同額を丸紅が寄付するマッチングギフト
です。100円クラブは現在約3,800名が加入し、丸紅基金を支えています。これまで丸紅
は幾度か難局を経験しましたが、丸紅基金の助成は 1年も途切れることなく継続しており、
丸紅グループが誇る社会貢献活動といえます。

世界の街から

世界遺産や観光地を巡るい
わゆる“旅行”とは一味違う
「本格的アウトドア体験」
を米国・オレゴン州ポート
ランドでしてみませんか？
ポートランドは日本人に
はまだ知名度が低く、目

立った遺産もなければ観光ス
ポットも少ないのですが、お金

や時間をかけずに他所では味わえないような、本
格的でリッチなアウトドア体験ができるという、こ
の地ならではの醍醐味があります。
ポートランド市内から車で約 1時間という近距離
にはキャンプ場が点在し、本格的なキャンプ飯を
堪能したり、大自然を身近に感じるアクティビティ
が楽しめます。ここでのキャンプ飯は、プライムビー
フやスモークチーズ、オバマ前大統領を唸らせた
ワインや IPAビール。もちろんすべてオレゴン産
です。キャンプの朝は鳥のさえずりで目を覚まし、

淹れたてのポートラン
ド産コーヒーを楽し
みます。コーヒーの後
は川沿いのトレッキ
ング、犬を連れてのト
レイルランやスタンド
アップパドルボードなど、様々なアウトドア体験が
待っています。夜になると、空を見上げれば全身
包まれるような満天の星が広がります。
キャンプ場に行かずとも、半日あればワイナリー・
ブリュワリー巡りやトレッキングといった、オレゴ
ンの自然を身近に感じる体験ができます。コンパ
クトシティがゆえ数日あればおおよそ楽しめてし
まう手軽さも相まって、ポートランドは今後ますま
す人気の観光都市になるはずです。オレゴンにい
らした際は、ポートランドで雄大な自然を全身で
体感してみてはいかがでしょうか。

COLUMBIA GRAIN 
INTERNATIONAL, LLC  
吉田 拓郎／吉田 なぎ沙（育児休職者）

丸紅基金と100円クラブについて

手軽に楽しむ本格的アウトドア体験

米国・オレゴン州ポートランド

2019年度助成先のご紹介
2019年度は全国から487件の福祉施設・団
体から助成の申し込みがあり、そのうち63件
が選定されました。その中から、社会福祉法
人大阪社会医療センターをご紹介します。同
センターは日本最大の日雇労働者の街であ
る「あいりん地域」と呼ばれる街で、生計困
難な患者さんのために、1970年から無料また
は低額な料金にて診療を行なっています。同センターの保有する福祉車両が老朽化したこと
から、丸紅基金は新しい車両を助成し、患者さんの搬送などのために役立ててもらっています。

美しい風景を楽しめるワイナリー

社会福祉法人大阪社会医療センターの皆様と助成された車両

郊外にある
キャンピングカー式コテージで愛犬と

マウントフッド
（通称：オレゴン富士）

丸紅基金
https://www.marubeni.or.jp/

Marubeni Foundation & 100 yen Club
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株式情報06株式情報06
発行済株式の総数 1,737,940,900株
株主数 194,719名

大株主（2020年3月31日現在）

株式の状況（2020年3月31日現在）

会社概要╱役員
所有者別分布状況（2020年3月31日現在）

海外ネットワーク（67ヶ国124ヶ所 / 2020年4月1日現在）

I R ニュースメールを配信しています

会社概要（2020年3月31日現在）

当社ネットワーク（2020年4月1日現在）

役員（2020年6月19日現在）

所有株数別分布状況（2020年3月31日現在）

直近/高値/安値（東証）
直近（終値） 539.0円 2020年  3月31日
高値（ザラ場） 842.6円 2019年12月13日
安値（ザラ場） 507.3円 2020年  3月13日

その他 4.39%

外国人・外国法人 28.81%

1百株以上～1千株未満
1.34%（89,024名）

1千株以上～1万株未満
10.69%（87,636名）

1万株以上～10万株未満
7.98%（7,239名）

10万株以上～50万株未満
4.43%（399名）

金融機関 41.46%

個人 20.43%

当社への出資状況
持株比率（%）持株数（千株）

詳しくは当社ウェブサイトをご覧ください。

株主名
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
ビーエヌワイエムノーウエストウエールズフアーゴオムニバス
明治安田生命保険相互会社
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）
株式会社みずほ銀行
損害保険ジャパン日本興亜株式会社　
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口７）
ジェーピーモルガンチェースバンク３８５１５１

取締役会長・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

取締役副会長・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

代表取締役 社長*・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

代表取締役 専務執行役員*・・・・・

代表取締役 常務執行役員*・・・・・

取締役・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

監査役・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

副社長執行役員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

専務執行役員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

常務執行役員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

執行役員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

創業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

設立・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

資本金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

従業員の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

本社・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

支社・支店・出張所・・・

海外支店・出張所・・・・

現地法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

東京都中央区日本橋二丁目7番1号
北海道支社、東北支社、中部支社、
大阪支社、中国支社、九州支社等11ヶ所

モスクワ支店、イスタンブール支店、
ヨハネスブルグ支店、シンガポール支店、
クアラルンプール支店等58ヶ所
丸紅米国会社、丸紅欧州会社、丸紅アセ
アン会社、丸紅中国会社等29の現地法人
およびこれらの支店・出張所等37ヶ所

国内：

海外：

1858年5月
1949年12月1日
262,686百万円
従業員：4,404名
平均年齢：42.1歳
平均勤続年数：17.3 年

1百株未満 0.01%
（10,193名）

50万株以上 75.55%
（228名）

144,607
110,175
69,529
41,818
41,745
37,491
30,000
30,000
28,802
27,369

8.33
6.35
4.01
2.41
2.40
2.16
1.73
1.73
1.66
1.58

円グラフの数値は四捨五入
しているため、合計が100%
にならない場合があります。

上記人員には、国内出向者632名、海外店勤務者・海外出向者・海外研修生
864名が含まれております。また、上記4,404名のほかに、海外現地法人の現
地社員1,487名、海外支店・出張所の現地社員が434名おります。

＊印の各氏は、代表取締役であり、かつ執行役員を兼務しております。
取締役北畑隆生、取締役高橋恭平、取締役翁百合、取締役八丁地隆及び
取締役木寺昌人は、社外取締役であります。
監査役米田壯、監査役菊池洋一及び監査役西山茂は、社外監査役であります。
当社は業務運営の一層の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。
執行役員は34名で構成されています。

持株数は千株未満を切り捨てています。
持株比率は発行済株式総数から自己株式数を控除して算定し、小数点
3位以下を四捨五入しています。
損害保険ジャパン日本興亜株式会社は、2020年４月１日に
損害保険ジャパン株式会社に商号を変更しております。

決算情報はもちろん、最新のビジネスの動きを伝えるニュース
リリースなど、当社の情報をタイムリーにお届けします。
メールアドレスをお持ちの方は、どなたでも無料でご登録いた
だけます。ぜひご利用ください。

www.marubeni.com/jp/ir/news/mail/

國分文也
髙原一郎
柿木真澄
石附武積
及川健一郎、古谷孝之
北畑隆生、高橋恭平、翁百合
八丁地隆、木寺昌人
郡司和朗、南晃、米田壯、菊池洋一
西山茂
寺川彰
岩佐薫、河村肇、矢部延弘
Michael McCarty、相良明彦、小林伸一
堀江順、平澤順、横田善明
酒井宗二、冨田 稔、二井英一、大平裕一
板井二郎、武智康祐、安藤孝夫、寺垣 毅
市ノ川覚、今村卓、阿部達也、八尾尚史
小川良典、有泉浩一、桑田成一、鹿島浩二
川邉太郎、内田浩一、原田悟、大本晶之

株価／出来高の推移（2019年10月1日～2020年3月31日）
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4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月
毎年3月31日
毎年9月30日

みずほ信託銀行株式会社
〒103-8670 東京都中央区八重洲一丁目2番 1号
みずほ信託銀行株式会社 本店 証券代行部
〒103-8670 東京都中央区八重洲一丁目2番 1号
100株
東京・名古屋
電子公告

8002

www.marubeni.com/jp/

株主メモ
事業年度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

定時株主総会・・・・・・・・・・・・・

期末配当金支払株主確定日・・・

中間配当金支払株主確定日・・・

株主名簿管理人および
特別口座管理機関・・・・・・

同事務取扱場所・・・・・・・・・・

単元株式数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

上場取引所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

公告方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

証券コード・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

ウェブサイト・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（なお、当社の電子公告は、当社ウェブサイトの以下
のアドレスに掲載します。ただし、事故その他やむを
得ない事由によって電子公告による公告をすることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載します。）
https://www.marubeni.com/jp/koukoku.html

環境保全のため、環境
に配慮した植物油インキ
で印刷しています。

株主レポート まるべに No.128（年2回発行）2020年6月19日発行　発行人／田島知浄
発行／丸紅株式会社 財務部　〒103-6060 東京都中央区日本橋二丁目7番 1号　TEL 03-3282-2418

将来見通しに関する注意事項：本紙に掲載された予測および将来の見通しに関する記述等は、本紙の発行日現在における入手可能な情報、一定の前提や予期に基づくものです。よって、実際の業績、結果、パフォーマンス等は、経済動向、市場価格の状況、為替の変動等、様々なリスクや不確定要
素により大きく異なる結果となる可能性がありますが、当社は、本紙の情報の利用により生じたいかなる損害に関し、一切責任を負うものではありません。また、当社は、本紙に掲載された予測および将来の見通しに関する記述等についてアップデートする義務を負うものではありません。

社長メッセージ
財務ハイライト
中期経営戦略 GC2021（2019-2021年度）

グループニュース
ビジネスプランコンテスト
世界の街から（米国・オレゴン州ポートランド）
コラム 正新和 丸紅基金と100円クラブについて
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まるべに
2020 SUMMER No.128株式事務に関するご案内

未払配当金のお支払い
みずほ信託銀行・みずほ銀行の本店および全国各支店にてお支払
いいたします。
※なお、みずほ証券の本店および全国各支店においても、取り次ぎをいたします。

配当金の支払明細の発行
みずほ信託銀行の下記連絡先にお問い合わせください。

住所変更、単元未満株式の買取・買増請求、配当金受取方法の
ご指定、確定申告、相続に伴うお手続き等
【証券会社に口座をお持ちの株主様】
口座を開設されている証券会社にお問い合わせください。
【証券会社に口座をお持ちでない株主様（特別口座に記録されている株主様）】
みずほ信託銀行の下記連絡先にお問い合わせください。

お問い合わせ先
〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社証券代行部 0120-288-324




